
第
３
号
様
式
の
付
表
１

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 52 ―



第
３
号
様
式
の
付
表
２

第
３
号
様
式
の
付
表
３

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 52 ―  ― 53 ―



第
４
号
様
式
（
第
10
条
関
係
）

第
５
号
様
式
（
第
10
条
関
係
）

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 54 ―



第
６
号
様
式
（
第
16
条
関
係
）

第
６
号
様
式
の
付
表
１

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
1
5
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

り
、
関

係
図

書
を

添
え

て

埋
立
て
等
の
変
更
の
許

可
を
申
請
し
ま
す
。

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 54 ―  ― 55 ―



第
６
号
様
式
の
付
表
２

第
７
号
様
式
（
第
16
条
関
係
）

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
1
5
条

第
５

項
の

規
定

に
よ

り
次

の
と

お
り

届
け

出
ま

す
。

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 56 ―



第
８
号
様
式
（
第
17
条
関
係
）

第
９
号
様
式
（
第
18
条
関
係
）

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 56 ―  ― 57 ―



第
11
号
様
式
（
第
18
条
関
係
）

第
10
号
様
式
（
第
18
条
関
係
）

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
９

条
の

許
可

を
受

け
た

埋
立

事
業

区
域

に
搬

出

す
る

土
砂

等
は

、
次

の
場

所
か

ら
発

生
し

た
も

の
で

あ
る

こ
と

を
証

明
し

ま
す

。

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 58 ―



そ
の
２

第
12
号
様
式
（
第
19
条
関
係
）

そ
の
１

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 58 ―  ― 59 ―



第
13
号
様
式
（
第
20
条
関
係
）

第
14
号
様
式
（
第
20
条
関
係
）

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 60 ―



第
15
号
様
式
（
第
22
条
関
係
）

第
16
号
様
式
（
第
23
条
関
係
）

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 60 ―  ― 61 ―



第
17
号
様
式
（
第
24
条
関
係
）

第
18
号
様
式
（
第
24
条
関
係
）

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
2
4
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
、
埋

立
て

等
を
（

 
廃

止
 ・
 
休
止
 
）
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
届
け
出
ま
す
。

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 62 ―



第
19
号
様
式
（
第
24
条
関
係
）

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
2
4
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
、

次
の

と
お

り
届

け
出

ま
す

。

第
20
号
様
式
（
第
25
条
関
係
）

　
奈

良
市

土
砂

等
に

よ
る

土
地

の
埋

立
て

等
の

規
制

に
関

す
る

条
例

第
2
6
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

り
、

埋
立

て
等

に
係

る
地

位
の

承
継

の
承

認
を

次
の

と
お

り
申

請
し

ま
す

。

１
１

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 62 ―  ― 63 ―



第
21
号
様
式
（
第
28
条
関
係
）

第
20
号
様
式
の
付
表

１
１

号外第16号
令和２年10月12日
　　（月 曜 日）奈 良 市 公 報

― 64 ―



	 （令和２年３月31日掲示済）
	

　奈良市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部
を改正する規則をここに公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第30号
　　　	奈良市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の

一部を改正する規則
　奈良市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和
49年奈良市規則第26号）の一部を次のように改正する。
　第15条第２項第２号中「若しくは」を「又は」に改め、
同項に次の１号を加える。
　⑶	　借受人が破産手続開始の決定又は再生手続開始の決
定を受けたことを証する書類

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
	 （令和２年３月31日掲示済）

	
　奈良市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例
に関する条例施行規則をここに公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第31号
　　　	奈良市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の

特例に関する条例施行規則
　（趣旨）
第	１条　この規則は、奈良市地域経済牽引事業の促進に係
る固定資産税の特例に関する条例（令和２年奈良市条例
第18号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な
事項を定めるものとする。
　（申請手続）
第	２条　条例第４条第１項の規定による申請は、固定資産
税課税免除申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書
類を添えて行わなければならない。
　⑴	　地域経済牽引事業計画に係る申請書類及び奈良県知
事の承認書の写し

　⑵　地域経済牽引事業者の履歴事項全部証明書
　⑶	　地域経済牽引事業者の定款
　⑷	　地域経済牽引事業者のパンフレットその他当該事業
者の概要を示す資料

　⑸	　地域経済牽引事業者の役員名簿（役員の氏名及び住
所を記載した名簿をいう。）

　⑹　対象施設に係る土地及び建物の登記事項証明書
　⑺	　土地、建物及び償却資産の取得価格を確認できる売
買契約書等の書類の写し

　⑻	　対象施設に係る償却資産申告書及び種類別明細書の
写し

　⑼　対象施設に係る建物工事請負契約書の写し
　⑽	　建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項
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22
号
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）
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別
記
第
１
号
様
式
（
第
２
条
関
係
）

又は第６条の２第１項に規定する確認済証の写し及び
同法第７条第５項又は第７条の２第５項に規定する検
査済証の写し

　⑾	　施設全体の平面見取図（対象施設部分を明示するこ
と）及び償却資産の配置図

　⑿　対象施設の平面図（求積を記入したもの）
　⒀　その他市長が必要と認める書類
　（決定及び通知）
第	３条　市長は、前条の申請があった場合はその可否を決
定し、固定資産税の課税免除を行うときは固定資産税課
税免除決定通知書（別記第２号様式）により、固定資産
税の課税免除を行わないときは固定資産税課税免除却下
通知書（別記第３号様式）により申請者に通知するもの
とする。
　（変更等の届出）
第	４条　条例第５条の規定による届出は、次の各号に掲げ
る区分に応じ、当該事由が生じた日から10日以内に、当
該各号に定める書類により行わなければならない。

　⑴	　当該申請に係る内容を変更したとき（次号に掲げる
場合を除く。）　事業変更届（別記第４号様式）

　⑵	　申請に係る事業を休止し、又は廃止したとき　事業
休止（廃止）届（別記第５号様式）

　（課税免除の承継）
第	５条　条例第６条の規定による届出は、事業承継届（別
記第６号様式）により行うものとする。
　（取消通知）
第	６条　市長は、条例第７条の規定により課税免除の決定
を取り消したときは、固定資産税課税免除取消通知書（別
記第７号様式）により課税免除の決定を受けた地域経済
牽引事業者に通知するものとする。
　（雑則）
第	７条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市
長が別に定める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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	 （令和２年３月31日掲示済）
	

　短期所有土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡所得
の課税の特例及び一般土地譲渡益重課制度の適用除外に係
る優良住宅認定事務施行細則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第32号
　　　	短期所有土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡

所得の課税の特例及び一般土地譲渡益重課制度の適
用除外に係る優良住宅認定事務施行細則の一部を改
正する規則

　短期所有土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡所得
の課税の特例及び一般土地譲渡益重課制度の適用除外に係
る優良住宅認定事務施行細則（昭和49年奈良市規則第25
号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「第63条第３項第６号及び第７号ロ」の次に「並
びに法第68条の69第３項第７号ロ」を加える。
　第２条第１項中「又は第63条第３項第６号若しくは第７
号ロ」を「、第63条第３項第６号若しくは第７号ロ又は法
第68条の69第３項第７号ロ」に、「進ちよく」を「進捗」
に改める。
　別記第１号様式から第３号様式までの規定中「第63条第
３項第７号ロ」を
「第63条第３項第７号ロ　　　

に改める。
　第68条の69第３項第７号ロ」
　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。
	 （令和２年３月31日掲示済）

	
　租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則の一
部を改正する規則をここに公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第33号
　　　	租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則

の一部を改正する規則
　租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則（昭
和49年奈良市規則第24号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項中「第31条の２第２項第15号ハ、第62条の
３第４項第15号ハ」を「第31条の２第２項第14号ハ、第62
条の３第４項第14号ハ」に改め、同条第２項中「又は第63
条第３項第７号イ」を「、第63条第３項第７号イ又は第68
条の69第３項第７号イ」に改める。
　第８条中「第31条の２第２項第15号ハ及び第62条の３第
４項第15号ハ」を「第31条の２第２項第14号ハ及び第62条
の３第４項第14号ハ」に改める。
　別表中「がけ」を「崖」に、「おおわれる」を「覆われる」
に改める。
　別記第１号様式中「第31条の２第２項第15号ハ」を「第
31条の２第２項第14号ハ」に、「第62条の３第４項第15号
ハ」を「第62条の３第４項第14号ハ」に、「（あて先）」を「（宛
先）」に改める。
　別記第２号様式中「第63条第３項第７号イ」を

「第63条第３項第７号イ　　　
に、「奈良市長　　　　　様」を「（宛先）奈良市長」に改める。

　第68条の69第３項第７号イ」
　別記第３号様式中「第31条の２第２項第15号ハ」を「第
31条の２第２項第14号ハ」に、「第62条の３第４項第15号
ハ」を「第62条の３第４項第14号ハ」に改める。
　別記第４号様式中「第31条の２第２項第15号ハ」を「第

31条の２第２項第14号ハ」に、「第62条の３第４項第15号
ハ」を「第62条の３第４項第14号ハ」に、「（あて先）」を「（宛
先）」に改める。
　別記第６号様式中「第63条第３項第７号イ」を

「第63条第３項第７号イ　　　
に改める。

　第68条の69第３項第７号イ」
　別記第７号様式及び第８号様式中「奈良市長　　　　　	
様」を「（宛先）奈良市長」に改める。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
	 （令和２年３月31日掲示済）

	
　奈良市消防局の組織に関する規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第34号
　　　	奈良市消防局の組織に関する規則の一部を改正する

規則
　奈良市消防局の組織に関する規則（昭和58年奈良市規則
第42号）の一部を次のように改正する。

　第２条第１項中「総務管理係　人事企画係」を「総務管
理係」に、「救急課　救急管理係　救急指導係」を「救急課」
に改める。
　第３条総務管理係の部分中第６号を第23号とし、第５号
を第22号とし、第４号の次に次の17号を加える。
　　⑸　局の総合企画及び基本施策に関すること。
　　⑹	　消防関係条例、規則、規程等の審査及び制定改廃

手続に関すること。
　　⑺　消防統計に関すること。
　　⑻　業務改善及び事務能率の増進に関すること。
　　⑼　消防音楽隊に関すること。
　　⑽　消防広報に関すること。
　　⑾	　市民の要望及び相談の処理に係る事務の統轄に関

すること。
　　⑿	　職員の任免、分限、懲戒その他勤務条件に関する
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こと。
　　⒀	　職員の配置及び勤務に関すること。
　　⒁	　職員の給与その他の給付の規定、裁定及び支給に

関すること。
　　⒂　表彰に関すること。
　　⒃　研修及び研修計画に関すること。
　　⒄　職員の公務災害補償に関すること。
　　⒅	　公務による交通事故の処理及び賠償に関すること

（消防課の主管に属するものを除く。）。
　　⒆　職員の健康及び安全衛生管理に関すること。
　　⒇　職員の服務規律等に関すること。
　　�　消防職員委員会に関すること。
　第３条人事企画係の部分を削る。
　第６条を次のように改める。
　（救急課の事務）
第	６条　救急課においては、次の事務をつかさどる。
　⑴　救急業務の基本計画に関すること。
　⑵　救急隊の運用に関すること。
　⑶　救急情報の収集及び救急統計に関すること。
　⑷　救急医療関係機関等との連絡及び調整に関すること。
　⑸　救急隊員の感染防止対策及び健康管理に関すること。
　⑹　救急資機材の配置及び開発に関すること。
　⑺　救急業務の需要に係る対策に関すること。
　⑻　救急ワークステーション設置準備に関すること。
　⑼　ドクターカー運用に関すること。
　⑽　救急救命士及び救急隊の教育訓練に関すること。

　⑾　救急医療及び救急技術の調査研究に関すること。
　⑿　応急手当の普及啓発活動に関すること。
　⒀　患者搬送事業に関すること。
　⒁	　メディカルコントロール体制（医療機関等との連携
により救急業務の質的向上を図る体制をいう。）に関
すること。

　⒂　救急業務の高度化推進に関すること。
　⒃　課の庶務に関すること。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。
	 （令和２年３月31日掲示済）

	
　奈良市消防団の組織等に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。
　令和２年３月31日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第35号
　　　	奈良市消防団の組織等に関する規則の一部を改正す

る規則
　奈良市消防団の組織等に関する規則（平成12年奈良市規
則第18号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項及び第６条第６号中「広報指導分団」の次
に「及び学生消防分団」を加える。
　第９条第１項中「分団に」を「分団（学生消防分団を除
く。）に」に改め、「団員を」の次に「、学生消防分団に団
員を」を加える。

　別表第２消防団本部の項を次のように改める。

消　防　団　本　部 	 人
１

	 人
４

	 人
９

	 人 	 人 	 人 	 人 	 人 	 人
14

広報指導分団 １ １ ２ ２ 34 40
学生消防分団 30 30

月ヶ瀬分団 １ ２ ５ ５ 55 68

計 １ ４ ９ ２２ ２９ ６８ ８３ 814 1,030

　別表第２東部方面隊の部月ヶ瀬分団の項を次のように改める。

　別表第２計の項を次のように改める。

　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。
	 （令和２年３月31日掲示済）

正 誤

令和２年１月10日付け奈良市公報号外第１号
56ページ18行目から57ページ20行目までは次のとおりの誤
り。

別表第１（第３条関係）
等級別基準職務表に掲げる職務と同程度の職務

職務の級 標準的な職務の内容
４級 １　小隊長及び副小隊長の職務

２　指揮支援副隊長の職務
５級 １　所長補佐の職務

２　室長補佐の職務
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３　場長補佐の職務
４　保健所・教育総合センター管理室長の職務
５　市民サービスセンター所長の職務
６　東寺林連絡所長の職務
７　人権文化センター所長の職務
８　西部出張所課長の職務
９　行政センター課長の職務
10　こども園副園長、保育園副園長及び幼稚園副園長の職務
11　児童館長の職務
12　保健センター所長の職務
13　衛生浄化センター所長の職務
14　奈良阪処分地管理事務所長の職務
15　消費生活センター長の職務
16　土木管理センター所長の職務
17　消防署長補佐、中隊長及び消防分署長の職務
18　指揮支援隊長の職務
19　史料保存館長の職務
20　西部図書館長及び北部図書館長の職務
21　学校給食センター所長の職務
22　選挙管理委員会事務局次長の職務
23　農業委員会事務局次長の職務

６級 １　所長の職務
２　西部出張所長、東部出張所長及び北部出張所長の職務
３　行政センター所長の職務
４　くらしと仕事支援室長の職務
５　こども園長、保育園長及び幼稚園長の職務
６　子ども家庭相談室長の職務
７　児童相談所設置準備室長の職務
８　環境清美工場長の職務
９　消防署長の職務
10　消防副署長の職務
11　文化財防災官の職務
12　防災センター所長の職務
13　指揮救助隊長の職務
14　中央図書館長の職務
15　学校事務長の職務
16　選挙管理委員会事務局長の職務
17　農業委員会事務局長の職務

７級 １　相当の経験を有する所長の職務
２　相当の経験を有する西部出張所長、東部出張所長及び北部出張所長の職務
３　相当の経験を有する行政センター所長の職務
４　相当の経験を有する環境清美工場長の職務
５　相当の経験を有する消防署長の職務
６　相当の経験を有する文化財防災官の職務
７　相当の経験を有する中央図書館長の職務
８　相当の経験を有する学校事務長の職務
９　相当の経験を有する選挙管理委員会事務局長の職務
10　相当の経験を有する農業委員会事務局長の職務
11　部長及び理事並びに部次長及び参事の職務

８級 １　危機管理監の職務
２　東部振興監の職務
３　保健所長の職務
４　会計管理者の職務
５　消防局の次長の職務
６　教育センター所長の職務
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令和２年１月27日付け奈良市公報号外第２号

ページ 段 行 誤 正
41 左 下から１ 改める 改める。
54 左 上から 13 通知）） 通知）
55 左 上から 25「以下 以下「

上から 26「以下 以下

令和２年３月26日付け奈良市公報号外第８号

ページ 段 行 誤 正

27 右 １
令和元年８月
28 日

令和元年８月
23 日

７　監査委員事務局長の職務
８　議会事務局次長の職務
９　部長及び理事の職務

９級 １　統括官の職務
２　法令遵守監察監の職務
３　相当の経験を有する危機管理監の職務
４　消防長の職務
５　議会事務局長の職務
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